
 

 

 

 ９月議会は 22 日の

本会議で、令和 3年度

決算書などの議案を採

択し閉会となりました。 

 決算の内容や日本共

産党３議員の活動をお

知らせします。 

※日本共産党の活動をお知らせします。 

はま・かだ運動 

スポット・市内 122 カ所 
今コロナ禍ですが、地域でのふれあいが大事にな

っています。大坪議員は、「はまってけらいん、かだ

ってけらいん」運動の今後について提案しました。 

千葉福祉部長は、「日常的な対話やお茶のみ等と

して、震災の翌年から始まり、現在市内 122 カ所で  

のぼり旗スポットを立て活動している」と答え    

高齢者の交流、子育て、思春期教育、自殺対策

など、コミュニケーションや居場所づくり、

孤立化防止として今後の考えを示しました。 
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 令和３年度決算が全会一致で承認 

今後のまちづくりの土台に  
               藤倉議員が賛成討論に 9月議会 

報告（４） 

＜令和 3 年度決算の全体イメージ＞    

歳入総額 

    313.3 億円 

経常分 
63.5 億円 

歳入出額 
   264.5 億円 

 
 
 
 
71.0 億円 

 
◎経常収支比率について 
 毎年の経常的経費（人件費、扶助費、公
債費など）に対する経常的な一般財源の
割合 ※全国の市町村の平均 93.6％ 

   誤解もあるので注意 
 経常収支比率は財政分析指標の一つで
すが、全国的に地方自治体の比率は高
く、90％台ですが、「あと 10％位しか事
業ができない」などの誤解もあります。 

  しかし、経常分は全体の額からすれば
その一部であり、その 4 倍の事業が行わ
れています。 
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質
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地域交付金を活用 11地区で 117事業 

 

大坪涼子議員 

 

伊勢 純議員 

 議会最終日の本会議。一般会計決算の討論で、藤倉議

員が討論に立ち、賛成する理由の 3 点を述べました。  

第 1 点は、今回の決算が震災後と同じようにコロナ

対策等、市民の命と暮らしを守り、地方自治法の「住民

の福祉増進」の立場になっていること、第 2 に、財政

分析指標がよくなり、公共施設整備基金等に計 20 億円

の積立、第 3 に、博物館の隣に震災犠牲者の慰霊碑を

整備し、「いつまでも忘れず一緒にまちづくりを」と述

べました。決算の全議案が全会一致で成立しました。 
 

賛成討論の藤倉泰治議員 

子育て支援 

学校給食費の軽減を 
小中学生の学校給食費は 1 人月 4 千

円台ですが、伊勢議員は、一般質問の中
で、第２子、第 3 子の負担軽減を求め
ました。 
山田教育長は、給食原材料費の高騰

に対して保護者の負担増にならないよ
う、コロナ対策の臨時交付金の活用検
討の考えを示しました。 

就学援助の対象拡大を 
 また、伊勢議員は、就学援助制度の対
象を広げることを提案。これに対し、教
育長は本市の認定基準が生活保護基準
の 1.3 倍未満という全国的な状況であ
ることから慎重に対応の答弁でした。 

経常収

支比率 

89.4％ 

 

前年度
94.5％ 

地 区 事業数 交付金額 

下矢作 12 4,992,608 円 

矢 作 11 4,988,019 円 

生 出 8 4,990,561 円 

横 田 20 5,000,000 円 

竹 駒 9 4,996,920 円 

今 泉 8 4,835,000 円 

長 部 9 5,000,000 円 

高 田 17 4,999,054 円 

米 崎 4 5,000,000 円 

小 友 10 5,000,000 円 

広 田 9 5,000,000 円 

計 117 54,802,162 円 

※令和 3 年度決算書より 

 陸前高田市は、子育て世代の負担軽減のため、

令和 2 年度から 18 才未満の国保被保険者の均等

割（1 人 40,200 円）の減免を実施しています。 

この減免は県内市町村では宮古と陸前高田だ

けという先進的な取り組みです。 

国保税子ども 367 人分減免（令和 3年度） 

 この実施状況を藤倉議員が質問しました。 

―戸羽市長の答弁― 

令和 2年度 294人 約 760万円分減免 

令和 3年度 367人 約 640万円分減免 

令和 4年度 270人 約 1,000万円減免 

 3 年目となった地域交付金制度（各

地区 500 万円）が決算特別委員会で議

論されました。 

11 地区 117 事業、総額 5,480 万円。

事業の具体例から 

・交流団体との記念植樹 

・共同墓地美化を図る啓発看板設置 

・地域主体の運行サービス支援 

・公民館遊具の撤去・新設 

・震災で流出した石碑の再建 

・伝統芸能用品の購入 

・有線放送設備の改修 

・小学生の登下校見守り隊の保険料 

  
地域の 

コミュニティー 

100 周年記念の志位講演 

 日本共産党のホームページ 

からいつでも動画・視聴がで 

きます。近くリーフも届きます。

ご連絡ください。。 
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